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市町村が実施する乳幼児健康診査における保健婦稼働状況

星 旦二 中原 俊隆

高林 幸司 郡司 篤晃

　母子保健法に基づいて，保健所や市町村は，その地域の乳幼児と母親に対して，健康教育，健康相談，健

康診査および訪問指導を実施している。

　新しい母子保健法に基づけば，3歳児健康診査などは1997年度より市町村で提供されることになってい

る。保健事業を実施するためにはマンパワー確保，とりわけ保健婦確保が最も重要である。

　本論文の目的は，乳幼児を対象とする健康診査を市町村で実施する場合に必要となる保健婦確保計画の基

礎資料を得るために研究報告をレビューすることである。

　全国市町村における乳幼児健康診査のマンパワー体制を明確にするために，関連文献を総説した。

　主要な結果を以下に示す。

　1)　母子保健における保健婦のすべての稼働時間と人口および年間出生数との回帰分析は統計的に有意な

回帰式が得られた。

　2)　出生100人に対する3歳児健康診査での保健婦全体稼働時間は，約143時間で，3歳児健康診査を実施

することそのものに，全体稼働時間の約79％が費やされた。

　3)　人口規模が小さい町村の場合には，マンパワー不足のために，保健婦以外の他職種による支援があ

り，特に県立保健所に所属する保健婦が町村の保健婦を支援していた。例えば，人口規模が3千人未満の町

村で実施される3歳児健康診査での保健婦稼働業務のうち，約43％は保健所の保健婦が支援していた。

　4)　一方，人口規模が1万人以上の市町で実施される3歳児健康診査での保健婦稼働業務量のうち，約

88％以上が，市町の保健婦が担っていた。

　5)　すべての母子保健事業での保健婦稼働時間を，計画，実施，評価，研修に分類すると，すべての母子

保健事業稼働時間数の86.7％が，事業を実施することそのもので占められていた。

　6)　乳児健康診査のマンパワー体制は，指定都市が最も充実していた。

　7)　人口規模が小さい町村で保健婦確保が難しい場合は，保健所の支援のもとに各種乳幼児健康診査を併

用事業として実施しやすいことが予想された。

　8)　母子保健の健康診査における今後の調査研究では，マンパワー体制と事業実績との関連だけでなく，

活動効果を明らかにする研究が重要であことが考察された。

Key words : 乳幼児健康診査，保健婦，マンパワー体制，市町村，保健所


















	43_04_0267.pdf
	page1




